












 Globalization has progressed, and each university has set the goal of nurturing 
global human resources. However, the consciousness of students and teachers is a 
premise that they will find employment locally, and few students have a conscious 
awareness that they will be active globally. In this research, I will examine what kind 
of perceptions of university students who are the object of human resource 
development by global companies and abroad are based on questionnaire survey 
conducted by Department of Modern Management, Sugiyama Jogakuen University.











































































人 ％ 人 ％ 人 ％
多国に支店や工場がある 157 89.7 優れた技術力 171 97.7 優れた技術力 82 46.9
多国籍に雇用している 113 64.6 労使関係が協調的 12 6.9 労使関係が競争的 45 25.7
多国に技術を広めている 98 56.0 利益の確保 28 16.0 利益の確保 104 59.4
多国に販売している 129 73.7 コンプライアンスの順守 42 24.0 コンプライアンスの順守 24 13.7
ダイバーシティを活かしている 48 27.4 環境への配慮 53 30.3 環境への配慮 8 4.6
資源を搾取している 9 5.1 発展途上国への貢献 33 18.9 発展途上国への貢献 31 17.7
人々を酷使している 5 2.9 ダイバーシティの活用 18 10.3 ダイバーシティの活用 40 22.9
環境を悪化させている 5 2.9 グローバル化への対応 56 32.0 グローバル化への対応 95 54.3



































人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
海外旅行の経験有 10 10.9 27 29.3 28 30.4 12 13.0 15 16.3 92 52.6
海外旅行の経験無 7 8.4 13 15.7 20 24.1 23 27.7 20 24.1 83 47.4
合計 17 9.7 40 22.9 48 27.4 35 20.0 35 20.0 175 100.0
留学の経験有 5 35.7 5 35.7 3 21.4 1 7.1 0 0.0 14 8.0
留学の経験無 12 7.5 35 21.7 45 28.0 34 21.1 35 21.7 161 92.0



































言葉 食生活 気候 生活習慣 文化的相違
人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
海外旅行の経験有 82 89.1 45 48.9 17 18.5 48 52.2 55 59.8
海外旅行の経験無 78 94.0 51 61.4 14 16.9 50 60.2 48 57.8
合計 160 91.4 96 54.9 31 17.7 98 56.0 103 58.9
留学の経験有 9 64.3 4 28.6 2 14.3 5 35.7 8 57.1
留学の経験無 151 93.8 92 57.1 29 18.0 93 57.8 95 59.0
合計 160 91.4 96 54.9 31 17.7 98 56.0 103 58.9
　
　
治安 子どもの教育 その他 合計
人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
海外旅行の経験有 72 78.3 24 26.1 1 1.1 92 52.6
海外旅行の経験無 65 78.3 14 16.9 1 1.2 83 47.4
合計 137 78.3 38 21.7 2 1.1 175 100.0
留学の経験有 9 64.3 3 21.4 0 0.0 14 8.0
留学の経験無 128 79.5 35 21.7 2 1.2 161 92.0




















































































































ことで新たな財やサービス、価値を創造できる CSV（Creating Shared Value、共通価
値の創造）につながる。⑥年齢構成のアンバランスやリストラから国内でのポストが
少なくなっており20）、海外でのポストで補うことでコストダウンができ、雇用の安定
が維持できる21）。
　この中で、特に⑤について注目したい。２章のアンケート調査では、日本企業はコ
ンプライアンスの順守や環境への配慮といった CSRのために利益の確保が十分に出
来ていないという認識が多かった。このことは社会への貢献である CSRと利益を挙
げようという CSVが対立した概念と受け取られがちであることを示している。しか
し、CSVの定義は企業が利潤追求によって新製品等の経済的価値を創造することが
一方では社会的ニーズに対応することで社会的価値を創造するものであり、両立可能
であることを示している。実際に環境に配慮したハイブリッド車（エコカー）の普及
が社会に貢献しながら企業の利益につながっているように CSVの事例は多い。筆者
らはゼミで2015年７月に LIXILを訪問して CSVとして発展途上国向けのトイレ開発
を行っていることを調査したが、日本の高い技術力で現地のニーズに合わせて新たな
製品を創り出していくことで、現地に貢献しながら企業の利益にもつながってい
る22）。グローバルスタンダードとして世界中に同じものを提供するだけでなく、ダイ
バーシティに基づいて相手国の状況に合わせていくことは重視すべきであり、学生が
「ミッション型グローバルインターンシップ」によって海外で活動することで多様な
価値観を理解することは CSVを促進することにつながる。
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5 おわりに
　インターンシップが当たり前となったことで、学生は差別化のために様々な取組を
行っており、グローバル化に対応して海外でのボランティア等の活動を行う者もお
り、グローバルインターンシップも導入され始めている。海外での活動は語学系の大
学での長期の研修のような取組が多かったが23）、日系企業の海外進出が進んでいるこ
とから、今後は日系企業の海外拠点でのグローバルインターンシップが増加すること
が予想される。
　海外でのインターンシップは国内のインターンシップよりはるかに難易度が高くな
る。十分な成果を挙げるためには事前研修等で現地の特性などを理解し、一定水準の
語学力を修得しなければならない24）。さらには危機に瀕した場合の対処能力も必要と
なる。そのような準備を十分に行うことが出来なければ、途中での挫折となる。しか
し、高い意欲を持ち、十分な準備をして取り組めば、語学力と意識やモチベーション
が向上することで不安が減少し、大きな成果につながる25）。
参考文献
岩渕秀樹（2013）『韓国のグローバル人材育成力─超競争社会の真実─』講談社
大野泉編著（2015）『町工場からアジアのグローバルへ─中小企業の海外進出戦略
と支援策─』中央経済社
熊澤有里（2016）「若者に海外で働く意欲を持たせるためのミッション型グローバ
ル・インターンシップの導入─ CSRから CSVへの転換のために─」『第２回住
友理工学生小論文アワード』ファイナリスト・オルタナ賞
国立社会保障・人口問題研究所（2012）『日本の将来推計人口』平成24年１月推計
酒井理（2016）「学生の価値観とインターンシップの効果」『社会科学論集』第148
号　埼玉大学経済学会
産業能率大学（2015）『第６回新入社員のグローバル意識調査』
中日新聞「交流授業　経済語り合う　南陽高と椙山女学園大生」2016年11月24日
朝刊
中沢孝夫（2014）『中小企業の底力─成功する「現場」の秘密─』筑摩書房
中嶋嶺雄（2010）『なぜ、国際教養大学で人材は育つのか』祥伝社
細谷祐二（2014）『グローバル・ニッチトップ企業論─日本の明日を拓くものづく
り中小企業─』白桃書房
文部科学省（2015）『学校基本調査』平成27年度
文部科学省（2016）『英語教育実施状況調査』平成27年度
水野英雄（2014）「グローバル教育としての経済教育の展開─グローバル経済の理
解と持続可能な国際社会の形成─」『グローバル教育』第16号
水野英雄（2014）「女子大学ビジネス系学部学生の経済分野に関する意識と経済教
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●水野英雄／熊澤有里　グローバル企業で働くことへの学生の意識とグローバル人材育成
育─椙山女学園大学現代マネジメント学部の場合─」『経済教育』第33号
森越京子・竹村雅史・田中直子・白鳥金吾・吉田かよ子（2016）「英文学科におけ
る国内インターンシップ実践と海外インターンシップの可能性」『北星学園大学
短期大学部北星論集』第14号
読売新聞（2016）「中高生英語力目標届かず」2016年４月５日朝刊１面
参考URL
一般財団法人海外産業人材育成協会（HIDA）　国際化促進インターンシップ事業
（日本人派遣インターンシップ）　http://intern.hidajapan.or.jp/
一般社団法人日本経済団体連合会『グローバル人材の育成・活用に向けて求められ
る取り組みに関するアンケート結果』2015年３月17日　https://www.keidanren.
or.jp/policy/2015/028.html
経済産業省　http://www.meti.go.jp/
公益財団法人日本生産性本部　グローバルインターンシップ　http://consul.jpc-net.
jp/international_study/gsd_index.html
独立行政法人国際協力機構（JICA）　http://www.jica.go.jp/
独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）　https://www.jetro.go.jp/
文部科学省　http://www.mext.go.jp/
LIXIL　サステナビリティ　 http://www.lixil.com/jp/sustainability/
注 １） 本論文は熊澤有里が『第２回住友理工学生小論文アワード』にてファイナリストに選
ばれ、オルタナ賞を受賞した「若者に海外で働く意欲を持たせるためのミッション型グ
ローバル・インターンシップの導入─ CSRから CSVへの転換のために─」のアンケー
ト調査に基づいて考察している。主催者である住友理工株式会社、事務局を担当された
株式会社オルタナ、審査員等の関係の皆様には厚くお礼申し上げます。
２） 国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口』（平成24年１月推計）に基づ
いている。
３） アンケート調査は熊澤有里（2016）「若者に海外で働く意欲を持たせるためのミッ
ション型グローバル・インターンシップの導入─ CSRから CSVへの転換のために─」
に基づいている。
４） 一定の経済や経営に関する知識を有することを前提とした調査は水野英雄（2014）
「女子大学ビジネス系学部学生の経済分野に関する意識と経済教育─椙山女学園大学現
代マネジメント学部の場合─」にて行っており、適切な回答が得られている。
５） 日系企業の優れた技術力はオーバースペックの状況にありコスト増加の要因となって
いる。
６） 具体的な事例として人事制度が挙げられる。既に日系企業においても終身雇用制度や
年功序列制度が維持できなくなっており外資系企業のような競争型の人事制度に転換し
ているが、外資系企業の雇用体系はさらに能力主義であり、即戦力となる人材を雇用し
て効率的に運営されている。経営者等の優れた能力を有する人材の報酬は高くなるが、
全体の人件費は抑制できるために利益を確保できる。
７） このようなグローバル企業についての認識をマネジメント系学部の大学生が持ってい
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るということは、大学教育における成果ということができる。
８） 文部科学省の『英語教育実施状況調査』平成27年度によれば、英語力を中学生で英
検３級程度、高校生で英検準２級程度を2017年に50％にするという第２期教育振興基
本計画の目標を達成できていない。読売新聞2016年４月５日朝刊１面「中高生英語力
目標届かず」を参照。
９） 産業能率大学（2015）『第６回新入社員のグローバル意識調査』によれば社会人にお
いても同様の調査結果が得られている。
10） 本章のグローバルインターンシップに関する提案は熊澤有里（2016）「若者に海外で
働く意欲を持たせるためのミッション型グローバル・インターンシップの導入─ CSR
から CSVへの転換のために─」に基づいている。
11） インターンシップにより学生の学習や就業への意欲を高められることが多くの研究で
示されている。詳しくは酒井理（2016）「学生の価値観とインターンシップの効果」他
を参照。
12） 筆者らの所属するゼミでは SMBCコンシューマーファイナンス株式会社との産学連
携により消費者金融業界の発展や金融経済教育の展開について提案を行っている。2016
年12月27日には学生らしい視点からの消費者金融業界のイメージアップとして、より
身近な存在となるためにテレビドラマを制作することや学校における金融経済教育の推
進を提案したことが企業から高く評価された。また、金融経済教育の実践として2016
年11月11日に愛知県立南陽高等学校で交流授業を実施した。（中日新聞「交流授業　経
済語り合う　南陽高と椙山女学園大生」2016年11月24日朝刊を参照。）
  企業にとってこのような外部からの提案は非常に意義のあるものとなる。
13） インターンシップ先にも学生の人気に差があり、有名企業であればステータスとな
る。
14） 筆者のうち熊澤は東京の新聞社で遠隔地型のミッション型のインターンシップを経験
したことでそのような考えを持った。
15） 韓国の学生は就職のために企業にアピールできるスペック（能力）として海外留学に
非常に熱心であり、多くの学生がアメリカ等で学んでいる。詳しくは岩渕秀樹（2013）
『韓国のグローバル人材育成力─超競争社会の真実─』を参照。
16） 海外留学を義務付けている国際教養大学では留学によって学生の能力が高まり、就職
活動でも有利になっている。詳しくは中嶋嶺雄（2010）『なぜ、国際教養大学で人材は
育つのか』を参照。
17） ギャップイヤーは卒業から入学までの期間に海外でのボランティアを行うことであ
り、海外の大学等では広く行われている。
18） 大学全入時代を迎えて大学生は約256万人と多く、大学生が全員英語が話せ、外国人
とのコミュニケーションが取れるようになれば大きな力となる。（学生数は文部科学省
『学校基本調査』平成27年度に基づいている。）
19） 学力のような認知能力よりも継続して努力する力のような非認知能力が重視されるよ
うになってきている。
20） バブル経済期に団塊ジュニア世代の大量採用が行われたことで現在40代の社員が大
量にいるためポスト不足が生じている。
21） 製造業のリストラにより日本企業を離れた研究員が高額な年俸で海外の企業に雇われ
ることがあるため、自国のノウハウや技術が奪われてしまう可能性がある。
22） 具体的には上下水道や電気等のインフラストラクチャーが整備されていない地域でも
使用できる無水循環型トイレや簡易式パン型トイレの開発や普及に取り組んでいる。こ
のような取組は高く評価され、2015年９月に政府が創設した「日本トイレ大賞」の活
動部門（途上国支援・国際貢献）において女性活躍担当大臣・男女共同参画担当大臣賞
を受賞している。
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　　　　　　　　　第１回経済教育学会賞（教育実践部門）（2013年受賞）
熊澤　有里（くまざわ　ゆり）
1995年　名古屋市生まれ
所　属・現　職 椙山女学園大学現代マネジメント学部現代マネジメント学科３年生
所　属　学　会 日本グローバル教育学会，経済教育学会
専　攻　領　域 女子教育，グローバル教育，金融経済教育
主　要　業　績 「インクルージョン達成のための女子教育政策─女子大学における
ダイバーシティ教育と男女共同参画社会の形成─」［単著］（『第１
回住友理工学生小論文アワード』優秀賞，2015年）
 「食料自給率向上のための農産物輸出促進策─リトルキョートと新
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回学生懸賞論文』優秀賞，2016年）
 「若者に海外で働く意欲を持たせるためのミッション型グローバ
ル・インターンシップの導入─CSRからCSVへの転換のために─」
［単著］（『第２回住友理工学生小論文アワード』ファイナリスト・
オルタナ賞，2016年）
水野英雄／熊澤有里　グローバル企業で働くことへの学生の意識とグローバル人材育成
23） 語学系の取組については森越京子・竹村雅史・田中直子・白鳥金吾・吉田かよ子
（2016）「英文学科における国内インターンシップ実践と海外インターンシップの可能
性」を参照。
24） グローバル企業で働くには経済分野の知識が不可欠であり、事前の学習などで十分に
取り組む必要がある。詳しくは水野英雄（2014）「グローバル教育としての経済教育の
展開─グローバル経済の理解と持続可能な国際社会の形成─」を参照。
25） 筆者のうち熊澤は2016日中友好大学生訪中団第２陣（日本中国友好協会募集、中国
政府招請事業）に参加したことでそのような体験をした。
